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廃棄物の処理及び清掃に関する法律に規定されている構造基準及び維持管理基準（省令）への対応状況（産業廃棄物処理施設） 

区 分 条 項 号 省令条文 対        応 

産業廃棄
物処理施
設の技術
上の基準 

12 条 1 項 1 号 自重、積載荷重その他の荷重、地震力及び温度応力に対して構造耐力上安全であるこ
と。 

・建築物、工作物は建築基準法の耐震基準を満足する等、構造耐力上安全を確保しています。 
・燃焼室内壁は、耐火煉瓦で内張し、燃焼室温度に十分対応できる構造とします。 

1 項 3 号 産業廃棄物、産業廃棄物の処理に伴い生ずる排ガス及び排水、施設において使用する
薬剤等による腐食を防止するために必要な措置が講じられていること。 

排ガスによる腐食防止のため、 焼却炉、廃熱ボイラについては耐火キャスタブルとしています。ま
た煙道には防露対策の保温施工、集じん機には防露対策として底部ヒータを設置し、結露による腐食
防止措置を講じています。 

1 項 4 号 産業廃棄物の飛散及び流出並びに悪臭の発散を防止するために必要な構造のものであ
り、又は必要な設備が設けられていること。 

・固形物ピット及び汚泥ピットは建屋内に設置し、飛散を防止します。廃酸、廃アルカリタンクはコ
ンクリート床とし周りはコンクリート製の防液堤を、廃油の保管場所、廃油受槽はコンクリート床と
し、周りはコンクリート製の防油堤を設置し流出を防止します。 
焼却後に排出される燃え殻及びダスト類は、上部と側面３方を壁で囲った場所でコンテナにより保管
し飛散を防止します。 
・ピットへ投入するプラットホームは二重シャッターとするとともに、ピット内の空気を誘引し、悪
臭の発散を防止します。誘引したピット内の空気は、焼却炉の燃焼用空気として使用します。また、
焼却炉停止時には、脱臭設備（活性炭吸着）で処理します。 

1 項 5 号 著しい騒音及び振動を発生し、周囲の生活環境を損なわないものであること。 ・押込送風機等の騒音発生施設は原則として建屋内に収納します。屋外に設置する場合は、サイレン
サーの設置等により騒音の発生を防止します。 
・蒸気タービン、ファン等の振動発生施設は、強固な土台に設置します。 

1 項 6 号 施設から排水を放流する場合は、その水質を生活環境保全上の支障が生じないものと
するために必要な排水処理設備が設けられていること。 

ごみピット（固形物ピット、汚泥ピット）内の汚水は、ごみと共に炉内に供給します。施設から発生
するプラント排水は、炉内に噴霧し、燃焼処理します。減温塔での噴霧水は完全蒸発しますので、施
設からの放流水はありません。 

1 項 7 号 産業廃棄物の受入設備及び処理された産業廃棄物の貯留設備は、施設の処理能力に応
じ、十分な容量を有するものであること。

固形物は固形物ピット、汚泥は汚泥ピット、感染性産業廃棄物は空調設備を備えた感染性産業廃棄物
自動倉庫、廃酸、廃アルカリは樹脂製タンク、廃油はドラム缶で保管します。ダスト類は、現在と同
じように、アームロールによるコンテナ保管とし、コンテナが一杯になり次第搬出し、予備コンテナ
を設置する方式とします。各保管容量は、廃油を除き 2.3 日から 13.7 日の間で十分な保管容量を確
保しています。 
廃油については、予定処理量が少ないため保管日数が少なくなっています。

12 条
の 2 

5 項  令第七条第三号 、第五号、第八号、第十二号及び第十三号の二に掲げる施設（次項に
掲げるものを除く。）の技術上の基準は、第四条第一項第七号（同号ロ（１）及び（２）
並びにヌからカまでを除く。）の規定の例によるほか、次のとおりとする。

4条 1項 7 号イ 法第九条の二の四第一項の認定に係る熱回収施設（同項 に規定する熱回収施設をい
う。第四条の五、第五条の五の五から第五条の五の七まで、第五条の五の十及び第五
条の五の十一において同じ。）である焼却施設にあっては外気と遮断された状態でごみ
を燃焼室に投入することができる供給装置が、それ以外の焼却施設にあっては外気と
遮断された状態で、定量ずつ連続的にごみを燃焼室に投入することができる供給装置
が、それぞれ設けられていること。 

固形物は、スクリュー式の給じん装置及びシールダンパにより、汚泥は汚泥フィーダにより、外気と
遮断した状態で定量ずつ連続的に燃焼室に投入します。 
炉底面の不燃物取出口から燃え殻、流動砂が排出されますが、不燃物取出口は不燃物と流動砂の混合
物で満たされているため、外気と遮断されます。 

4 条 1項 7 号ロ 次の要件を備えた燃焼室が設けられていること。

4条 1項 7 号ロ
（3） 

外気と遮断されたものであること。 固形物はスクリュー式の給じん装置及びシールダンパにより、汚泥は汚泥フィーダにより、感染性産
業廃棄物は投入シュートのダブルダンパにより、廃酸、廃アルカリ、廃油は噴霧ノズルによる炉内噴
霧により、廃棄物を外気と遮断した状態で燃焼室に投入します。炉底面の不燃物取出口から燃え殻、
流動砂が排出されますが、不燃物取出口は不燃物と流動砂の混合物で満たされているため、外気と遮
断されます。 

4 条 1項 7 号ロ
（4） 

燃焼ガスの温度を速やかに（１）に掲げる温度（注）以上にし、及びこれを保つために
必要な助燃装置が設けられていること。

（注）（１）に掲げる温度とは、800℃

燃焼ガスの温度を速やかに 800℃以上とするため、起動バーナ、再燃バーナを設置しています。また、
800℃以上を保つため、再燃バーナを設置しています。 

4 条 1項 7 号ロ
（5） 

燃焼に必要な量の空気を供給できる設備（供給空気量を調節する機能を有するものに
限る。）が設けられていること。

燃焼用空気は、押込送風機、二次送風機により供給します。送風量は、排ガスの酸素濃度、燃焼室温
度により制御します。 

4 条 1項 7 号ハ 燃焼室中の燃焼ガスの温度を連続的に測定し、かつ、記録するための装置が設けられ
ていること。

燃焼室の燃焼ガス温度を熱電対温度計で測定し、記録計により常時記録します。 

4 条 1項 7 号二 集じん器に流入する燃焼ガスの温度をおおむね摂氏二百度以下に冷却することができ
る冷却設備が設けられていること。ただし、集じん器内で燃焼ガスの温度を速やかに
おおむね摂氏二百度以下に冷却することができる場合にあっては、この限りでない。

燃焼ガスは、廃熱ボイラで温度を下げた後、水噴霧による減温塔により概ね摂氏 200℃以下に冷却し
ます。 

別添１６ 
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4 条 1項 7 号ホ 集じん器に流入する燃焼ガスの温度（ニのただし書の場合にあっては、集じん器内で
冷却された燃焼ガスの温度）を連続的に測定し、かつ、記録するための装置が設けら
れていること。

集じん機の入口の煙道に、熱電対温度計を設置し、燃焼ガス温度を測定し、記録計により常時記録し
ます。 

4 条 1項 7 号へ 焼却施設の煙突から排出される排ガスによる生活環境保全上の支障が生じないように
することができる排ガス処理設備（ばいじんを除去する高度の機能を有するものに限
る。）が設けられていること。

排ガス処理設備として、高度にばいじんを除去するバグフィルタを設置します。また、バグフィルタ
の前の煙道に消石灰を吹込み、硫黄酸化物及び塩化水素を中和します。さらに、バグフィルタの後段
に触媒反応塔を設置し、ダイオキシン類を分解します。 

4 条 1項 7 号ト 焼却施設の煙突から排出される排ガス中の一酸化炭素の濃度を連続的に測定し、かつ、
記録するための装置が設けられていること。

煙突の下部で排ガス中の一酸化炭素の濃度を測定し、記録計により常時記録します。 

4 条 1項 7 号チ ばいじんを焼却灰と分離して排出し、貯留することができる灰出し設備及び貯留設備
が設けられていること。ただし、当該施設において生じたばいじん及び焼却灰を溶融
設備を用いて溶融し、又は焼成設備を用いて焼成する方法により併せて処理する場合
は、この限りでない。

焼却炉底部から排出される焼却灰（燃え殻）とバグフィルタで捕集したばいじんは分離して排出しま
す。 

4 条 1項 7 号リ 次の要件を備えた灰出し設備が設けられていること。

  4 条 1項 7 号リ 
(1) 

ばいじん又は焼却灰が飛散し、及び流出しない構造のものであること。 ・ばいじんは、密閉式のダストコンベアでダストサイロに貯蔵し、混練機でキレート剤と混練し、湿
った状態でコンテナにより保管します。 
・焼却灰（燃え殻）は、炉底から不燃物取出コンベアで移送し、密閉構造の振動篩及び磁選機により
流動砂及び磁性物を分離後、コンテナにより保管します。 

4 条 1項 7 号リ 
(4) 

ばいじん又は焼却灰のセメント固化処理又は薬剤処理を行う場合にあっては、ばいじ
ん又は焼却灰、セメント又は薬剤及び水を均一に混合することができる混練装置が設
けられていること。 

ばいじんをキレート剤と混練するため、ダスト混練機を設置します。 

5 項 1 号 次の要件を備えた燃焼室が設けられていること。  

1 号イ 燃焼ガスの温度が摂氏八百度（令第七条第十二号 に掲げる施設にあっては、摂氏千百
度（ただし、当該施設のうち、無害化処理に係る特例の対象となる一般廃棄物及び産
業廃棄物（平成十八年環境省告示第九十八号）第二項第一号から第三号までに掲げる
産業廃棄物の焼却施設にあっては、摂氏八百五十度））以上の状態で産業廃棄物を焼却
することができるものであること。 

焼却炉には、起動バーナ、再燃バーナを設置し、燃焼ガスの温度を摂氏 800℃以上とすることができ
る設備を付帯しています。また、燃焼計算書のとおり、燃焼ガスの温度は摂氏 800℃以上となります 

1 号ロ 燃焼ガスが、摂氏八百度（令第七条第十二号 に掲げる施設にあっては、摂氏千百度（た
だし、当該施設のうち、無害化処理に係る特例の対象となる一般廃棄物及び産業廃棄
物（平成十八年環境省告示第九十八号）第二項第一号から第三号までに掲げる産業廃
棄物の焼却施設にあっては、摂氏八百五十度））以上の温度を保ちつつ、二秒以上滞留
できるものであること。 

燃焼計算書のとおり、燃焼ガスの温度は摂氏 800℃以上となります。また二次燃焼室（二次燃焼空気
吹き込み口より上）では、燃焼ガスの滞留時間を約 8秒と 2秒以上を確保できる構造としています。

2 号 令第七条第五号 に掲げる施設及び同条第十二号 に掲げる施設（廃ポリ塩化ビフェニ
ル等又はポリ塩化ビフェニル処理物の焼却施設に限る。）にあっては、事故時における
受入設備からの廃油の流出を防止するために必要な流出防止堤その他の設備が設けら
れ、かつ、当該施設が設置される床又は地盤面は、廃油が浸透しない材料で築造され、
又は被覆されていること。 

廃油の保管場所には、床面をコンクリート床とするとともに、コンクリート製の廃油の流出防止堤を
設置します。 

産業廃棄
物処理施
設の維持
管理の技
術上の基
準 

12 条
の 6 

1 項 1 号 受け入れる産業廃棄物の種類及び量が当該施設の処理能力に見合った適正なものとな
るよう、受け入れる際に、必要な当該産業廃棄物の性状の分析又は計量を行うこと。 

・受入れに際しては、契約書の性状分析結果やマニフェストを確認します。また、当該産業廃棄物の
性状の目視確認及び計量を行い、種類及び量が当該施設の処理能力に見合ったものであることを確認
します。 
・焼却する廃棄物への水銀の混入を防止するため、医療機関へ文書で水銀の混入防止を依頼するとと
もに、委託契約時に事業者にも水銀の混入防止を依頼します。

2 号 施設への産業廃棄物の投入は、当該施設の処理能力を超えないように行うこと。 固形物、汚泥についてクレーンによる投入量を把握します。感染性産業廃棄物はダンパーの稼働回数
から投入個数を把握することで投入量を把握します。廃酸、廃アルカリ、廃油については輸送ポンプ
の稼働時間から投入量を把握します。これらの投入量を記録し、数量を確認することにより、当該施
設の処理能力以内で、廃棄物を投入します。 

3 号 産業廃棄物が施設から流出する等の異常な事態が生じたときは、直ちに施設の運転を
停止し、流出した産業廃棄物の回収その他の生活環境の保全上必要な措置を講ずるこ
と。 

産業廃棄物が施設から流出する等の異常な事態が生じたときは、直ちに施設の運転を停止し、流出し
た産業廃棄物の回収その他の生活環境の保全上必要な措置を講じます。 

4 号 施設の正常な機能を維持するため、定期的に施設の点検及び機能検査を行うこと。 ・施設を日常点検、週点検、月点検により定期的に点検します。また必要に応じて定期的に機能検査
を実施します。 
・燃え殻及びばいじんについては、稼働時から半年間は、2月に 1回の頻度で溶出試験を行います。
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5 号 産業廃棄物の飛散及び流出並びに悪臭の発散を防止するために必要な措置を講ずるこ
と。 

・廃棄物を搬入するプラットホームでは、プラットホームへの入口扉が閉まったことを確認した後、
ごみピットの投入シャッターを開け、二重シャッターが同時に開くことが無いよう投入作業を行いま
す。ごみの飛散を防止するとともに、ピットやプラットホームからの悪臭の発散を防止します。また、
焼却炉の停止時には、ピット内の空気を脱臭装置（活性炭吸着）で処理し、悪臭の発散を防止します。
・地震等により、廃棄物保管場所の浸水が予測される場合は、保管場所をシャッターで閉鎖する、保
管用コンテナを浸水被害のない場所に移動させる等の措置をとります。また、これらの措置が迅速に
行われるよう職員の研修を実施します。

6 号 蚊、はえ等の発生の防止に努め、構内の清潔を保持すること。 構内の清掃を適宜実施し、清潔を保持します。また、蚊やハエの発生防止のため、薬剤を常備します。

7 号 著しい騒音及び振動の発生により周囲の生活環境を損なわないように必要な措置を講
ずること。 

機器の定期点検を実施し、機器の不具合を未然に防止することや、定期的に騒音及び振動測定を実施
することにより、騒音及び振動による周囲の生活環境を保全します。 

8 号 施設から排水を放流する場合は、その水質を生活環境保全上の支障が生じないものと
するとともに、定期的に放流水の水質検査を行うこと。 

焼却施設からの排水はありません。 

9 号 施設の維持管理に関する点検、検査その他の措置（法第二十一条の二第一項 に規定す
る応急の措置を含む。）の記録を作成し、三年間保存すること。 

施設の維持管理に関する点検、検査その他の措置の記録を作成し、3年間保存します。 

12 条
の 7 

12 条
の 7 

第 5 項   令第七条第三号 、第五号、第八号、第十二号及び第十三号の二に掲げる施設（次項
に掲げるものを除く。）の維持管理の技術上の基準は、第四条の五第一項第二号（同号
ハ及びナからケまでを除く。）の規定の例によるほか、次のとおりとする 

4 条の 5
第 1 項 

2 号イ ピット・クレーン方式によって燃焼室にごみを投入する場合には、常時、ごみを均一
に混合すること。 

ピットの固形物は、破砕機により破砕し、一旦破砕ピットに貯留した後、クレーンによりごみを均一
化するように投入します。 

4 条の 5
第 1 項 

2 号ロ 燃焼室へのごみの投入は、法第九条の二の四第一項 の認定に係る熱回収施設である焼
却施設にあっては外気と遮断した状態で行い、それ以外の焼却施設にあっては外気と
遮断した状態で、定量ずつ連続的に行うこと。ただし、第四条第一項第七号イの環境
大臣が定める焼却施設にあっては、この限りでない。 

固形物は、スクリュー式の給じん装置及びシールダンパにより、汚泥は汚泥フィーダにより、感染性
産業廃棄物は投入シュートのダブルダンパにより、廃酸、廃アルカリ、廃油は噴霧ノズルによる炉内
噴霧により、外気と遮断した状態で定量ずつ連続的に燃焼室に投入します。 

4 条の 5
第 1 項 

2 号二 焼却灰の熱しやく減量が十パーセント以下になるように焼却すること。ただし、焼却
灰を生活環境の保全上支障が生ずるおそれのないよう使用する場合にあっては、この
限りでない。 

固形物は、破砕機で細かくし、燃焼し易い形状に前処理し、定量的にかつ連続的に投入することによ
り、焼却灰の熱灼減量を 10％以下となるよう焼却します。 

4 条の 5
第 1 項 

2 号ホ 運転を開始する場合には、助燃装置を作動させる等により、炉温を速やかに上昇させ
ること。 

起動バーナ及び再燃バーナにより、炉内温度を 800℃以上に昇温した後、廃棄物を投入します。 

4 条の 5
第 1 項 

2 号ヘ 運転を停止する場合には、助燃装置を作動させる等により、炉温を高温に保ち、ごみ
を燃焼し尽くすこと。 

再燃バーナで、燃焼室温度を高温に保ちながら、ごみを燃焼し尽くしたことを確認して運転を停止し
ます。 
なお、流動床式焼却炉のため、廃棄物は投入後、短時間で焼却されます。 

4 条の 5
第 1 項 

2 号ト 燃焼室中の燃焼ガスの温度を連続的に測定し、かつ、記録すること。 燃焼室に熱電対温度計を設置し、燃焼ガス温度を連続的に測定し、記録計により常時記録します。 

4 条の 5
第 1 項 

2 号チ 集じん器に流入する燃焼ガスの温度をおおむね摂氏二百度以下に冷却すること。ただ
し、集じん器内で燃焼ガスの温度を速やかにおおむね摂氏二百度以下に冷却すること
ができる場合にあっては、この限りでない。 

燃焼ガスは、廃熱ボイラで温度を下げた後、減温塔による水噴霧により、バグフィルタ入口で摂氏
200℃以下に冷却します。 

4 条の 5
第 1 項 

2 号リ 集じん器に流入する燃焼ガスの温度（チのただし書の場合にあっては、集じん器内で
冷却された燃焼ガスの温度）を連続的に測定し、かつ、記録すること。 

バグフィルタ入口の燃焼ガス温度を熱電対温度計で連続的に測定し、記録計で常時記録します。 

4 条の 5
第 1 項 

2 号ヌ 冷却設備及び排ガス処理設備にたい積したばいじんを除去すること。 バグフィルタのろ布に付着するばいじんは、高圧空気の噴射により払落します。 
バグフィルタ、冷却設備に堆積したばいじんは、ダストコンベアで除去します。 

4 条の 5
第 1 項 

2 号ル 煙突から排出される排ガス中の一酸化炭素の濃度が百万分の百以下となるようにごみ
を焼却すること。 

排ガス中の酸素濃度、一酸化炭素濃度を測定し、酸素濃度の変化に応じて、燃焼空気量を調整し、燃
焼を安定させることで、一酸化炭素濃度が 100ppm 以下となるよう燃焼管理し、焼却します。 

4 条の 5
第 1 項 

2 号ヲ 煙突から排出される排ガス中の一酸化炭素の濃度を連続的に測定し、かつ、記録する
こと。 

排ガス中の一酸化炭素濃度を連続的に測定し、記録計で常時記録します。 

4 条の 5
第 1 項 

2 号ワ 煙突から排出される排ガス中のダイオキシン類の濃度が別表第二の上欄に掲げる燃焼
室の処理能力に応じて同表の下欄に定める濃度（注）以下となるようにごみを焼却する
こと。 
（注）0.1ng-TEQ/m3N 

焼却炉の燃焼室温度を 850℃以上、滞留時間約 8秒とし燃焼管理を徹底します。燃焼排ガスは、廃熱
ボイラ及び減温塔により摂氏 200℃以下に急冷するとともに、バグフィルタの後段の触媒反応塔でダ
イオキシン類を分解しますが、これらの施設の維持管理を適切に行い、ダイオキシン類濃度を
0.1ng-TEQ/m3N 以下となるようごみを焼却します。 

4 条の 5
第 1 項 

2 号カ 煙突から排出される排ガス中のダイオキシン類の濃度を毎年一回以上、ばい煙量又は
ばい煙濃度（硫黄酸化物、ばいじん、塩化水素及び窒素酸化物に係るものに限る。）を
六月に一回以上測定し、かつ、記録すること。 

煙突から排出される排ガス中のダイオキシン類濃度を毎年１回以上、硫黄酸化物、ばいじん、塩化水
素及び窒素酸化物を 2 月に１回測定し、記録します。 

4 条の 5
第 1 項 

2 号ヨ  排ガスによる生活環境保全上の支障が生じないようにすること。 排ガスは燃焼管理を適切に行うとともに、バグフィルタ、触媒反応塔によりばい煙を処理し、維持管
理計画値を遵守することで、生活環境保全上の支障が生じないようにします。 
特に排ガス中の塩化水素濃度については、運転時の管理目標を 100ppm に設定し、維持管理に万全を
期します。また、排ガス中の水銀濃度の低減のため、医療機関へ文書で水銀の廃棄物への混入防止を
依頼するとともに、委託契約時に事業者にも水銀の混入防止を依頼します。
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4 条の 5
第 1 項 

2 号タ 煙突から排出される排ガスを水により洗浄し、又は冷却する場合は、当該水の飛散及
び流出による生活環境保全上の支障が生じないようにすること。 

該当ありません。 

4 条の 5
第 1 項 

2 号レ ばいじんを焼却灰と分離して排出し、貯留すること。 バグフィルタで捕集したばいじんは、焼却炉底部から排出される焼却灰（燃え殻）と分離して排出し、
ダスト混練機によりキレート剤と混練し、コンテナで保管します。 

4 条の 5
第 1 項 

2 号ネ ばいじん又は焼却灰のセメント固化処理又は薬剤処理を行う場合にあっては、ばいじ
ん又は焼却灰、セメント又は薬剤及び水を均一に混合すること。 

ばいじんと液状のキレート樹脂は、2 軸ロッドパドル式の混練機により均一に混合します。 

4 条の 5
第 1 項 

2 号フ 火災の発生を防止するために必要な措置を講ずるとともに、消火器その他の消火設備
を備えること。 

消火器や消火設備を消防法の規定に従い整備します。 

第 5 項 1 号 燃焼室中の燃焼ガスの温度を摂氏八百度（令第七条第十二号 に掲げる施設にあつて
は、摂氏千百度（ただし、当該施設のうち、無害化処理に係る特例の対象となる一般
廃棄物及び産業廃棄物（平成十八年環境省告示第九十八号）第二項第一号から第三号
までに掲げる産業廃棄物の焼却施設にあっては、摂氏八百五十度））以上に保つこと。

燃焼室温度が低下しないように再燃バーナを使用することにより、燃焼ガスの温度を摂氏 800℃以上
に保ちます。 

3 号 令第七条第五号 に掲げる施設及び同条第十二号 に掲げる施設（廃ポリ塩化ビフェニ
ル等又はポリ塩化ビフェニル処理物の焼却施設に限る。）にあっては、廃油が地下に浸
透しないように必要な措置を講ずるとともに、第十二条の二第五項第二号の規定によ
り設けられた流出防止堤その他の設備を定期的に点検し、異常を認めた場合には速や
かに必要な措置を講ずること。 

廃油はドラム缶で保管し、保管場所は床面をコンクリート床とし、コンクリート製の廃油の流出防止
堤を設け、廃油の地下浸透を防ぎます。廃油の流出防止堤は定期的に点検し、異常が認められた場合
は、速やかに必要な措置を講じます。 
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廃棄物の処理及び清掃に関する法律に規定されている構造基準及び維持管理基準（省令）への対応状況（ごみ処理施設） 

区 分 条 項 号 省令条文 対        応 

一般廃棄物
処理施設の
技術上の基
準 

4 条 1 項 1 号 自重、積載荷重その他の荷重、地震力及び温度応力に対して構造耐力上安全であるこ
と。 

・建築物、工作物は建築基準法の耐震基準を満足する等、構造耐力上安全を確保しています。 
・燃焼室内壁は、耐火煉瓦で内張し、燃焼室温度に十分対応できる構造とします。 

1項 3 号 ごみ、ごみの処理に伴い生ずる排ガス及び排水等による腐食を防止するために必要な
措置が講じられていること。 

排ガスによる腐食防止のため、 焼却炉、廃熱ボイラについては耐火キャスタブルとしています。また
煙道には防露対策の保温施工、集じん機には防露対策として底部ヒータを設置し、結露による腐食防止
措置を講じています。 

1項 4 号 ごみの飛散及び悪臭の発散を防止するために必要な構造のものであり、又は必要な設
備が設けられていること。 

・ごみピット（固形物ピット及び汚泥ピット）は建屋内に設置し、飛散を防止します。焼却後に排出さ
れる燃え殻及びダスト類は、上部と側面３方を壁で囲った場所でコンテナにより保管し飛散を防止しま
す。 
・ピットへ投入するプラットホームは二重シャッターとするとともに、ピット内の空気を誘引し、悪臭
の発散を防止します。誘引したピット内の空気は、焼却炉の燃焼用空気として使用します。また、焼却
炉停止時には、脱臭設備（活性炭吸着）で処理します。 

1項 5 号 著しい騒音及び振動を発生し、周囲の生活環境を損なわないものであること。 ・押込送風機等の騒音発生施設は原則として建屋内に収納します。屋外に設置する場合は、サイレンサ
ーの設置等により騒音の発生を防止します。 
・蒸気タービン、ファン等の振動発生施設は、強固な土台に設置します。 

1項 6 号 ごみの保有水及びごみの処理に伴い生ずる汚水又は廃液が、漏れ出し、及び地下に浸
透しない構造のものであること。

ごみピット（固形物ピット、汚泥ピット）はコンクリート製とし、ピット内の汚水は、ごみと共に炉内
に供給します。施設から発生するプラント排水は、炉内に噴霧し、燃焼処理します。減温塔での噴霧水
は完全蒸発しますので、施設からの放流水はありません。 

1項 7 号イ 法第九条の二の四第一項の認定に係る熱回収施設（同項 に規定する熱回収施設をい
う。第四条の五、第五条の五の五から第五条の五の七まで、第五条の五の十及び第五
条の五の十一において同じ。）である焼却施設にあっては外気と遮断された状態でごみ
を燃焼室に投入することができる供給装置が、それ以外の焼却施設にあっては外気と
遮断された状態で、定量ずつ連続的にごみを燃焼室に投入することができる供給装置
が、それぞれ設けられていること。

固形物は、スクリュー式の給じん装置及びシールダンパにより、汚泥は汚泥フィーダにより、外気と遮
断した状態で定量ずつ連続的に燃焼室に投入します。 
炉底面の不燃物取出口から燃え殻、流動砂が排出されますが、不燃物取出口は不燃物と流動砂の混合物
で満たされているため、外気と遮断されます。 

1項 7 号ロ 次の要件を備えた燃焼室が設けられていること。

1項 7 号ロ
（1） 

燃焼ガスの温度が摂氏八百度以上の状態でごみを焼却することができるものであるこ
と。

焼却炉には、起動バーナ、再燃バーナを設置し、燃焼ガスの温度を摂氏 800℃以上とすることができる
設備を付帯しています。また、燃焼計算書のとおり、燃焼ガスの温度は摂氏 800℃以上となります 

1項 7 号ロ
（2） 

燃焼ガスが、摂氏八百度以上の温度を保ちつつ、二秒以上滞留できるものであること。 燃焼計算書のとおり、燃焼ガスの温度は摂氏 800℃以上となります。また、二次燃焼室（二次燃焼空気
吹き込み口より上）では、燃焼ガスの滞留時間を約 8秒と 2秒以上を確保できる構造としています。 

1項 7 号ロ
（3） 

外気と遮断されたものであること。 固形物はスクリュー式の給じん装置及びシールダンパにより、汚泥は汚泥フィーダにより、廃棄物を外
気と遮断した状態で燃焼室に投入します。また、炉底面の不燃物取出口から燃え殻、流動砂が排出され
ますが、不燃物取出口は不燃物と流動砂の混合物で満たされているため、外気と遮断されます。 

1項 7 号ロ
（4） 

燃焼ガスの温度を速やかに（１）に掲げる温度以上にし、及びこれを保つために必要
な助燃装置が設けられていること。

燃焼ガスの温度を速やかに 800℃以上とするため、起動バーナ、再燃バーナを設置しています。また、
800℃以上を保つため、再燃バーナを設置しています。 

1項 7 号ロ
（5） 

燃焼に必要な量の空気を供給できる設備（供給空気量を調節する機能を有するものに
限る。）が設けられていること。

燃焼用空気は、押込送風機、二次送風機により供給します。送風量は、排ガスの酸素濃度、燃焼室温度
により制御します。 

1項 7 号ハ 燃焼室中の燃焼ガスの温度を連続的に測定し、かつ、記録するための装置が設けられ
ていること。

燃焼室の燃焼ガス温度を熱電対温度計で測定し、記録計により常時記録します。 

1項 7 号二 集じん器に流入する燃焼ガスの温度をおおむね摂氏二百度以下に冷却することができ
る冷却設備が設けられていること。ただし、集じん器内で燃焼ガスの温度を速やかに
おおむね摂氏二百度以下に冷却することができる場合にあっては、この限りでない。

燃焼ガスは、廃熱ボイラで温度を下げた後、水噴霧による減温塔により概ね摂氏 200℃以下に冷却しま
す。 

1項 7 号ホ 集じん器に流入する燃焼ガスの温度（ニのただし書の場合にあつては、集じん器内で
冷却された燃焼ガスの温度）を連続的に測定し、かつ、記録するための装置が設けら
れていること。

集じん機の入口の煙道に、熱電対温度計を設置し、燃焼ガス温度を測定し、記録計により常時記録しま
す。 

1項 7 号へ 焼却施設の煙突から排出される排ガスによる生活環境保全上の支障が生じないように
することができる排ガス処理設備（ばいじんを除去する高度の機能を有するものに限
る。）が設けられていること。

排ガス処理設備として、高度にばいじんを除去するバグフィルタを設置します。また、バグフィルタの
前の煙道に消石灰を吹込み、硫黄酸化物及び塩化水素を中和します。さらに、バグフィルタの後段に触
媒反応塔を設置し、ダイオキシン類を分解します。 

別添１７ 
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1 項 7 号ト 焼却施設の煙突から排出される排ガス中の一酸化炭素の濃度を連続的に測定し、かつ、
記録するための装置が設けられていること。

煙突の下部で排ガス中の一酸化炭素の濃度を測定し、記録計により常時記録します。 

1項 7 号チ ばいじんを焼却灰と分離して排出し、貯留することができる灰出し設備及び貯留設備
が設けられていること。ただし、当該施設において生じたばいじん及び焼却灰を溶融
設備を用いて溶融し、又は焼成設備を用いて焼成する方法により併せて処理する場合
は、この限りでない。

焼却炉底部から排出される焼却灰（燃え殻）とバグフィルタで捕集したばいじんは分離して排出します。

 4 条  7 号リ 次の要件を備えた灰出し設備が設けられていること。 

1項 7 号リ 
(1) 

ばいじん又は焼却灰が飛散し、及び流出しない構造のものであること。 ・ばいじんは、密閉式のダストコンベアでダストサイロに貯蔵し、混練機でキレート剤と混練し、湿っ
た状態でコンテナにより保管します。 
・焼却灰（燃え殻）は、炉底から不燃物取出コンベアで移送し、密閉構造の振動篩及び磁選機により流
動砂及び磁性物を分離後、コンテナにより保管します。 

1項 7 号リ 
(4) 

ばいじん又は焼却灰のセメント固化処理又は薬剤処理を行う場合にあっては、ばいじ
ん又は焼却灰、セメント又は薬剤及び水を均一に混合することができる混練装置が設
けられていること。 

ばいじんをキレート剤と混練するため、ダスト混練機を設置します。 

1項 15 号 施設から排水を放流する場合は、その水質を生活環境保全上の支障が生じないものと
するために必要な排水処理設備が設けられていること。 

ごみピット（固形物ピット、汚泥ピット）内の汚水は、ごみと共に炉内に供給します。施設から発生す
るプラント排水は、炉内に噴霧し、燃焼処理します。減温塔での噴霧水は完全蒸発しますので、施設か
らの放流水はありません。 

一般廃棄物
処理施設の
維持管理の
技術上の基
準 

4 条
の 5 

1 項 1 号 施設へのごみの投入は、当該施設の処理能力を超えないように行うこと。 クレーンによるごみ等の投入量を把握し、記録することにより、当該施設の処理能力以内で、廃棄物を
投入します。 

1項 2 号イ ピット・クレーン方式によって燃焼室にごみを投入する場合には、常時、ごみを均一
に混合すること。 

ピットの固形物は、破砕機により破砕し、一旦破砕ピットに貯留した後、クレーンによりごみを均一化
するように投入します。 

1項 2 号ロ 燃焼室へのごみの投入は、法第九条の二の四第一項 の認定に係る熱回収施設である焼
却施設にあっては外気と遮断した状態で行い、それ以外の焼却施設にあっては外気と
遮断した状態で、定量ずつ連続的に行うこと。ただし、第四条第一項第七号イの環境
大臣が定める焼却施設にあっては、この限りでない。 

固形物は、スクリュー式の給じん装置により、汚泥は汚泥フィーダにより、外気と遮断した状態で定量
ずつ連続的に燃焼室に投入します。 

1項 2 号ハ 燃焼室中の燃焼ガスの温度を摂氏八百度以上に保つこと。 燃焼室温度が低下しないように再燃バーナを使用することにより、燃焼ガスの温度を摂氏 800℃以上に
保ちます。 

1項 2 号二 焼却灰の熱しやく減量が十パーセント以下になるように焼却すること。ただし、焼却
灰を生活環境の保全上支障が生ずるおそれのないよう使用する場合にあっては、この
限りでない。 

固形物は、破砕機で細かくし、燃焼し易い形状に前処理し、定量的にかつ連続的に投入することにより、
焼却灰の熱灼減量を 10％以下となるよう焼却します。 

1項 2 号ホ 運転を開始する場合には、助燃装置を作動させる等により、炉温を速やかに上昇させ
ること。 

起動バーナ及び再燃バーナにより、炉内温度を 800℃以上に昇温した後、廃棄物を投入します。 

1項 2 号ヘ 運転を停止する場合には、助燃装置を作動させる等により、炉温を高温に保ち、ごみ
を燃焼し尽くすこと。 

再燃バーナで、燃焼室温度を高温に保ちながら、ごみを燃焼し尽くしたことを確認して運転を停止しま
す。 
なお、流動床式焼却炉のため、廃棄物は投入後、短時間で焼却されます。 

1項 2 号ト 燃焼室中の燃焼ガスの温度を連続的に測定し、かつ、記録すること。 燃焼室に熱電対温度計を設置し、燃焼ガス温度を連続的に測定し、記録計により常時記録します。 

1項 2 号チ 集じん器に流入する燃焼ガスの温度をおおむね摂氏二百度以下に冷却すること。ただ
し、集じん器内で燃焼ガスの温度を速やかにおおむね摂氏二百度以下に冷却すること
ができる場合にあっては、この限りでない。 

燃焼ガスは、廃熱ボイラで温度を下げた後、減温塔による水噴霧により、バグフィルタ入口で摂氏 200℃
以下に冷却します。 

1項 2 号リ 集じん器に流入する燃焼ガスの温度（チのただし書の場合にあっては、集じん器内で
冷却された燃焼ガスの温度）を連続的に測定し、かつ、記録すること。 

バグフィルタ入口の燃焼ガス温度を熱電対温度計で連続的に測定し、記録計で常時記録します。 

1項 2 号ヌ 冷却設備及び排ガス処理設備にたい積したばいじんを除去すること。 バグフィルタのろ布に付着するばいじんは、高圧空気の噴射により払落します。 
バグフィルタ、冷却設備に堆積したばいじんは、ダストコンベアで除去します。 

1項 2 号ル 煙突から排出される排ガス中の一酸化炭素の濃度が百万分の百以下となるようにごみ
を焼却すること。 

排ガス中の酸素濃度、一酸化炭素濃度を測定し、酸素濃度の変化に応じて、燃焼空気量を調整し、燃焼
を安定させることで、一酸化炭素濃度が 100ppm 以下となるよう燃焼管理し、焼却します。 

1項 2 号ヲ 煙突から排出される排ガス中の一酸化炭素の濃度を連続的に測定し、かつ、記録する
こと。 

排ガス中の一酸化炭素濃度を連続的に測定し、記録計で常時記録します。 

1項 2 号ワ 煙突から排出される排ガス中のダイオキシン類の濃度が別表第三の上欄に掲げる燃焼
室の処理能力に応じて同表の下欄に定める濃度（注）以下となるようにごみを焼却する
こと。 
（注）0.1ng-TEQ/m3N 

焼却炉の燃焼室温度を 850℃以上、滞留時間約 8秒とし燃焼管理を徹底します。燃焼排ガスは、廃熱ボ
イラ及び減温塔により摂氏 200℃以下に急冷するとともに、バグフィルタの後段の触媒反応塔でダイ
オキシン類を分解しますが、これらの施設の維持管理を適切に行い、ダイオキシン類濃度を、
0.1ng-TEQ/m3N 以下となるようごみを焼却します。 
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1 項 2 号カ  煙突から排出される排ガス中のダイオキシン類の濃度を毎年一回以上、ばい煙量又
はばい煙濃度（硫黄酸化物、ばいじん、塩化水素及び窒素酸化物に係るものに限る。）
を六月に一回以上測定し、かつ、記録すること。 

煙突から排出される排ガス中のダイオキシン類濃度を毎年１回以上、硫黄酸化物、ばいじん、塩化水素
及び窒素酸化物を 2月に１回測定し、記録します。 

1項 2 号ヨ 排ガスによる生活環境保全上の支障が生じないようにすること。 ・排ガスは燃焼管理を適切に行うとともに、バグフィルタ、触媒反応塔によりばい煙を処理し、維持管
理計画値を遵守することで、生活環境保全上の支障が生じないようしします。 
特に排ガス中の塩化水素濃度については、運転時の管理目標を 100ppm に設定し、維持管理に万全を期し
ます。また、排ガス中の水銀濃度の低減のため、一般廃棄物の展開時において水銀を含有するものを焼
却廃棄物から除去します。 

1項 2 号タ 煙突から排出される排ガスを水により洗浄し、又は冷却する場合は、当該水の飛散及
び流出による生活環境保全上の支障が生じないようにすること。 

該当ありません。 

1項 2 号レ ばいじんを焼却灰と分離して排出し、貯留すること。 バグフィルタで捕集したばいじんは、焼却炉底部から排出される焼却灰（燃え殻）と分離して排出し、
ダスト混練機によりキレート剤と混練し、コンテナで保管します。 

１項 2 号ネ ばいじん又は焼却灰のセメント固化処理又は薬剤処理を行う場合にあっては、ばいじ
ん又は焼却灰、セメント又は薬剤及び水を均一に混合すること。 

ばいじんと液状のキレート樹脂は、2軸ロッドパドル式の混練機により均一に混合します。 

1項 2 号フ 火災の発生を防止するために必要な措置を講ずるとともに、消火器その他の消火設備
を備えること。 

消火器や消火設備を消防法の規定に従い整備します。 

1項 10 号 ごみの飛散及び悪臭の発散を防止するために必要な措置を講ずること。 プラットホームは二重シャッターを適切に稼働させ、ごみの飛散を防止するとともに、ピットやプラッ
トホームからの悪臭の発散を防止します。また、焼却炉の停止時には、ピット内の空気を脱臭装置（活
性炭吸着）で処理し、悪臭の発散を防止します。 

1項 11 号 蚊、はえ等の発生の防止に努め、構内の清潔を保持すること。 構内の清掃を適宜実施し、清潔を保持します。また、蚊やハエの発生防止のため、薬剤を常備します。

1項 12 号 著しい騒音及び振動の発生により周囲の生活環境を損なわないように必要な措置を講
ずること。 

機器の定期点検を実施し、機器の不具合を未然に防止することや、定期的に騒音及び振動測定を実施す
ることにより、騒音及び振動による周囲の生活環境を保全します。 

1項 13 号 施設から排水を放流する場合は、その水質を生活環境保全上の支障が生じないものと
すること。 

焼却施設からの排水はありません。 

1項 14 号 前各号のほか、施設の機能を維持するために必要な措置を講じ、定期的に機能検査並
びにばい煙及び水質に関する検査を行うこと。 

・必要となる検査及び法定点検を適正に実施すると供に定期的に炉を停止し、各機器の点検整備を行い
ます。 
・定期的にばい煙の測定を実施します。 
・燃え殻及びばいじんについては、稼働時から半年間は、2月に 1回の頻度で溶出試験を行います。 

1項 16 号 施設の維持管理に関する点検、検査その他の措置（法第二十一条の二第一項 に規定す
る応急の措置を含む。）の記録を作成し、三年間保存すること。 

施設の維持管理に関する点検、検査その他の措置の記録を作成し、3年間保存します。
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